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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第59期
第１四半期
累計期間

第60期
第１四半期
累計期間

第59期

会計期間

自平成29年
　４月１日
至平成29年
　６月30日

自平成30年
　４月１日
至平成30年
　６月30日

自平成29年
　４月１日
至平成30年
　３月31日

売上高 （百万円） 3,213 3,393 14,090

経常利益 （百万円） 55 47 372

四半期（当期）純利益 （百万円） 36 28 332

持分法を適用した場合の投資利

益
（百万円） － － －

資本金 （百万円） 2,473 2,473 2,473

発行済株式総数 （千株） 15,577 1,557 1,557

純資産額 （百万円） 5,845 6,109 6,126

総資産額 （百万円） 11,126 11,442 11,534

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 24.53 19.19 223.48

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 31.00

自己資本比率 （％） 52.5 53.4 53.1

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性が乏しい関連会

社であるため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

５．当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。これに伴い、

発行済株式総数は14,019,750株減少し、1,557,750株となっております。

６．当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。第59期の期首

に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

７．当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。第59期の１株

当たり配当額31.00円は、株式併合前の１株当たり中間配当額1.00円と当該株式併合後の１株当たり期末配

当額30.00円を合算した金額となっております。従って株式併合前の１株当たりの年間配当額は4.00円相当

であり、株式併合後換算の年間配当額は40.00円相当であります。

８．第59期の１株当たり配当額31.00円には、特別配当10.00円を含んでおります。

９．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半

期会計期間の期首から適用しており、前第１四半期累計期間及び前事業年度に係る主要な経営指標等につい

ては、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社の企業集団等（当社、当社の子会社及び関連会社）が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（1）財政状態及び経営成績の状況

①　経営成績の状況

　当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、企業業績、雇用環境の改善等により、緩やかな回復基調で推

移している一方、米国の保護主義的な通商政策への懸念など世界経済の影響もあり、先行き不透明な経済環境

が続いております。

　住宅関連業界においては、低金利を背景に新設住宅着工戸数が引き続き堅調な状況が続いているものの、当

社が主力とする持家・貸家は、前年同月比を下回る状況を続けるなど弱含みで推移いたしました。

　市場の縮小、競争激化が進んでいく流れのなか、前事業年度から「変化と連携」をスローガンに掲げ、非住

宅分野への展開、国産材の活用、省施工技術の拡充といった新たなビジネスモデルの構築に取り組んでおり、

当事業年度はこれら施策の深耕と拡充を推し進め「成果実現」を体現していくフェイズと位置付けておりま

す。

　内装建材事業においては、引き続き製販一体となった営業力の増強に努めるとともに、省施工化の時流を背

景に省施工商品の拡充とデザイン性、多様な素材開発を含めた高付加価値製品の充実化を図っております。こ

うした施策のもと、きめ細やかな顧客ニーズの対応が奏功し、引き続きカウンターの受注が好調を維持したこ

とやシート階段の増販等により販売は順調に推移した一方、資材の高騰や運送費の値上がりの影響があり、利

益面において前年同四半期を下回る結果となりました。

　木構造建材事業においては、昨年導入した大型汎用加工設備が本格稼働を始めたことに加え、建装事業の営

業強化による非住宅特殊物件の受注獲得に努めるなど、総合プレカット事業への構築を進めております。ツー

バイフォーパネルについて、前事業年度から着手した軸組み用戸建てパネルの展開、新規事業の拡大及び新規

顧客の受注に努め、成長戦略としての道筋が見えてきました。主力のプレカットも含め、季節的な要因で受注

が落ち込む時期にあったものの、事業部全体で受注確保に努めた結果、概ね計画どおりの業績で推移いたしま

した。

　両事業部門とも資材価格及び輸送コストの上昇が業績に影響を及ぼしていることから、対策を図るべく施策

を講じており、徐々にその成果も現れてくると見込んでおります。

　これらの結果、当第１四半期累計期間の売上高は、33億93百万円と前年同四半期と比較し、1億79百万円

（5.6％）の増収となりました。利益面では営業利益52百万円と前年同四半期と比較し9百万円（△15.5％）の

減益、経常利益は47百万円と前年同四半期と比較し8百万円（△14.9％）の減益、四半期純利益は28百万円と前

年同四半期と比較し7百万円（△21.8％）の減益となりました。

　セグメントの経営成績を示すと、次のとおりであります。また、セグメント間取引については、相殺消去し

ております。

（内装建材事業）

　売上高は、主にカウンター及び階段が増加し、20億92百万円と前年同四半期と比較し、1億14百万円

（5.8％）の増収となりました。営業利益は、資材価格の高騰及び販売運賃の増加により45百万円と前年同四半

期と比較し8百万円（△15.3％）の減益となりました。

（木構造建材事業）

　売上高は、非住宅特殊物件の完工等により12億95百万円と前年同四半期と比較し、65百万円（5.3％）の増収

となりました。営業利益は、内装建材事業と同様の理由により3百万円と前年同四半期と比較し1百万円（△

27.0％）の減益となりました。

（その他）

　売上高は、4百万円と前年同四半期と比較し、増減はありませんでした。営業利益は、2百万円と前年同四半

期と比較し、0百万円（1.0％）の増益となりました。
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②　財政状態の分析

　当第１四半期会計期間末における総資産は114億42百万円、純資産は61億9百万円、自己資本比率は53.4％と

なりました。

ａ．資産

　流動資産については、主に木構造建材事業のたな卸資産が増加したものの、売上債権が減少したことによ

り、65億73百万円と前事業年度末に比べ70百万円（△1.1％）の減少となりました。

　固定資産については、主に内装建材事業において設備投資をしたものの、減価償却等による減少により、

48億69百万円と前事業年度末に比べ21百万円（△0.4％）の減少となりました。

ｂ．負債

　流動負債については、未払消費税等及び設備関係未払金等の増加があったものの、仕入債務及び短期借入

金等が減少したことにより、38億98百万円と前事業年度末に比べ1億24百万円（△3.1％）の減少となりまし

た。

　固定負債については、長期借入金の調達により、14億34百万円と前事業年度末に比べ49百万円（3.5％）の

増加となりました。

　よって、負債合計は53億32百万円と前事業年度末に比べ75百万円（△1.4％）の減少となりました。

ｃ．純資産

　純資産については、増収等により四半期純利益が増加したものの、期末配当金を支払ったことにより61億9

百万円と前事業年度末に比べ16百万円（△0.3％）の減少となりました。

 

（2）経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　当第１四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判

断するための客観的な指標等について重要な変更はありません。

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（4）研究開発活動

　当第１四半期累計期間における研究開発活動の金額は、32百万円であります。

　なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（5）主要な設備

　当第１四半期累計期間において、主要な設備の著しい変動及び前事業年度末に計画した主要な設備の新設、

除却等について著しい変動はありません。

 

（6）経営成績に重要な影響を与える要因

　当第１四半期累計期間において、当社の経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変更はありません。

 

（7）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社は、金融情勢の変化に対する対応と資金コスト削減及び調達構成のバランスを考慮し調達先の分散、調

達方法及び手段等の多様化を図っております。

　資金調達は、原則として、運転資金については、短期借入金で調達し、生産設備などの長期資金は、長期借

入金で調達することとしております。平成30年６月30日現在の短期借入金（１年内返済予定の長期借入金含

む）の残高は8億43百万円及び長期借入金の残高は13億39百万円であり、借入金総額21億82百万円を主力銀行を

はじめとする金融機関から調達しております。

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,982,100

計 3,982,100

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成30年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,557,750 1,557,750

東京証券取引所
（市場第二部）
名古屋証券取引所
（市場第二部）

単元株式数

100株

計 1,557,750 1,557,750 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成30年４月１日～
平成30年６月30日

－ 1,557,750 － 2,473 － 2,675

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成30年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成30年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 68,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,478,500 14,782 －

単元未満株式 普通株式 10,650 － －

発行済株式総数 1,557,750 － －

総株主の議決権 － 14,782 －

　（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式200株（議決権の数２個）

及び株主名簿上は当社名義となっており、実質的に所有していない株式100株（議決権の数１個）が含まれ

ておりますが、議決権の数の欄には含まれておりません。

 

②【自己株式等】

平成30年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

セブン工業株式会社
岐阜県美濃加茂市

牧野1006番地
68,600 － 68,600 4.40

計 － 68,600 － 68,600 4.40

　（注）１．上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が100株（議決権の数

１個）あります。

なお、当該株式数は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含まれております。

２．当第１四半期会計期間において単元未満株式の買取りによる自己株式数は11株であり、上記には含めており

ません。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

セブン工業株式会社(E00633)

四半期報告書

 6/14



第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成30年４月１日から平成30

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
　四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

　　資産基準　　　　　 0.83％

　　売上高基準　　　　 0.02％

　　利益基準　　　　 △0.13％

　　利益剰余金基準　　△0.90％
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前事業年度

(平成30年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成30年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 718 729

受取手形及び売掛金 ※ 3,080 ※ 2,861

電子記録債権 ※ 1,376 ※ 1,374

商品及び製品 246 264

仕掛品 347 407

原材料及び貯蔵品 753 800

その他 127 142

貸倒引当金 △5 △5

流動資産合計 6,643 6,573

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 906 907

土地 2,876 2,876

その他（純額） 613 593

有形固定資産合計 4,396 4,377

無形固定資産 108 104

投資その他の資産   

前払年金費用 170 184

その他 214 202

投資その他の資産合計 385 387

固定資産合計 4,890 4,869

資産合計 11,534 11,442

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※ 1,604 ※ 1,628

電子記録債務 ※ 795 ※ 669

短期借入金 450 300

1年内返済予定の長期借入金 542 543

未払法人税等 46 13

賞与引当金 143 65

その他 ※ 440 ※ 676

流動負債合計 4,022 3,898

固定負債   

長期借入金 1,288 1,339

役員退職慰労引当金 44 47

資産除去債務 2 2

その他 49 45

固定負債合計 1,385 1,434

負債合計 5,408 5,332

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,473 2,473

資本剰余金 2,675 2,675

利益剰余金 1,218 1,202

自己株式 △242 △242

株主資本合計 6,124 6,108

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1 1

評価・換算差額等合計 1 1

純資産合計 6,126 6,109

負債純資産合計 11,534 11,442
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

売上高 3,213 3,393

売上原価 2,720 2,868

売上総利益 493 525

販売費及び一般管理費 431 472

営業利益 62 52

営業外収益   

受取手数料 0 0

資材売却益 0 0

その他 0 0

営業外収益合計 1 1

営業外費用   

支払利息 4 3

売上割引 2 2

その他 0 0

営業外費用合計 7 5

経常利益 55 47

特別利益   

固定資産売却益 0 －

特別利益合計 0 －

特別損失   

固定資産廃棄売却損 0 0

ＰＣＢ処理費用 － 0

特別損失合計 0 0

税引前四半期純利益 56 46

法人税、住民税及び事業税 3 3

法人税等調整額 15 14

法人税等合計 19 18

四半期純利益 36 28
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【注記事項】

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

 

（四半期貸借対照表関係）

※　四半期会計期間末日満期手形、電子記録債権及び電子記録債務

　四半期会計期間末日満期手形、電子記録債権及び電子記録債務の会計処理については、手形交換日等をもって決

済処理をしております。

　なお、当四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形、電子記録債権

及び電子記録債務が、四半期会計期間末日残高に含まれております。

 
前事業年度

（平成30年３月31日）

当第１四半期会計期間

（平成30年６月30日）

受取手形 72百万円 68百万円

電子記録債権 231 186

支払手形 115 111

電子記録債務 65 73

流動負債のその他（設備支払手形） 6 8

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日）

減価償却費 64百万円 69百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）
配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり

配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 29 2 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金

（注）　平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。「１株当たり配当額」につ

きましては、当該株式併合前の金額を記載しております。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年６月30日）
配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり

配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月28日
定時株主総会

普通株式 44 30 平成30年３月31日 平成30年６月29日 利益剰余金

（注）　平成30年６月28日定時株主総会決議による１株当たり配当額には、特別配当10円を含んでおります。

 

（持分法損益等）

前第１四半期累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

　当社が有している関連会社は、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性が乏しい関連会社であるため、記載

を省略しております。

 

当第１四半期累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年６月30日）

　当社が有している関連会社は、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性が乏しい関連会社であるため、記載

を省略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期
損益計算書
計上額
（注）３

 
内　　装
建材事業

木 構 造
建材事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 1,978 1,230 3,208 4 3,213 － 3,213

セグメント間の内部売上高又は
振替高

0 2 2 － 2 △2 －

計 1,978 1,232 3,210 4 3,215 △2 3,213

セグメント利益 54 4 59 2 62 － 62

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その内容は、賃貸事業

であります。

２．売上高の調整額は、セグメント間の取引消去であります。

３．セグメント利益の合計額は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期
損益計算書
計上額
（注）３

 
内　　装
建材事業

木 構 造
建材事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 2,092 1,295 3,388 4 3,393 － 3,393

セグメント間の内部売上高又は
振替高

0 2 2 － 2 △2 －

計 2,092 1,297 3,390 4 3,395 △2 3,393

セグメント利益 45 3 49 2 52 － 52

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その内容は、賃貸事業

であります。

２．売上高の調整額は、セグメント間の取引消去であります。

３．セグメント利益の合計額は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 24円53銭 19円19銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 36 28

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 36 28

普通株式の期中平均株式数（千株） 1,489 1,489

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前事業年度の期

首に当該株式併合が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年８月10日

セブン工業株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 松本　千佳　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 馬渕　宣考　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているセブン工業株式

会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの第60期事業年度の第１四半期会計期間（平成30年４月１日から平成

30年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、セブン工業株式会社の平成30年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了

する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。
 
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 
 
　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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